
らは、分割発注
として富士電機
に地熱蒸気ター
ビン発電設備の
み注文を受ける
ケースもある一
方で、例えば国
内でのＦＩＴ施
行を受け新たに
事業を手掛ける
場合など新規の
プレーヤー・発
電 事 業 者 か ら
は、EPC業務も
含めて一括でプ
ロジェクトを受注するケースも今後増
加するものと思われる。海外では土建
工事も含めて富士電機の所掌となる事
例もあり、現地パートナーとも協力し
ながらプロジェクトを進めている。

　富士電機で
は、それぞれの
サイトの地熱特
有の雰囲気に応
じた地熱発電設
備をその都度設
計し納入してい
る。自然由来の
地熱蒸気は、そ
こに含まれる成
分などの比率、
またガスの量な
どが案件ごとに
異なり、これら
の条件にあわせ

　同社は1960年以来、国内外で85
件・3,299MWの地熱発電設備を手掛
けている。この実績は、フラッシュサ
イクルによる地熱蒸気タービン発電
設備のほかに、2010年に自社で製品
化したバイナリー発電設備の実績を合
計したもの。最近の受注事例では東
北地区で計画されている鬼首地熱発電
所の更新工事(出力１万4,900kW)や、
安比地熱発電所(１万4,900kW)向けの
蒸気タービン発電設備を受注したほ
か、九州地区では滝上バイナリー発電
所(5,050kW)や、山川バイナリー発電
所(4,990kW)向けバイナリー発電シス
テムを納入しており、これらのバイナ
リー発電所はすでに稼働している。
　地熱発電設備の納入のほか、富
士電機はその据え付け工事も含む
発電プラントのEPC(Engineering、
Procurement、Construction、設計・
調達・建設)業務を一括で受注するこ
ともある。これまで地熱発電事業を長
く手掛けてきた一般電気事業者などか

蒸気タービンで使用される材料の変更
なども行う｡「使用される材料は基本
的には同じものだが、場合によって変
更することも。長期運転で万が一のト
ラブルも考慮し、より良い製品を開発
し提供する。材料開発には終わりがな
い」とも同社の担当者は言い切る。

　国内では1999年に八丈島で東京電
力が3,000kW級の地熱発電所を竣工
して以降、メガクラスの大型プロジェ
クトは開発が停滞していたが、2012
年にＦＩＴが施行してからは各地でメ
ガクラスのサイトも含む地熱発電所の
新たな完成や新設計画が浮上してい
る。
　こうした中で富士電機は地熱発電設
備の受注や引き合いのペースをどう見
ているか。同社の担当者は、1999年
以降の建設が停滞していた時期と比
べれば近年案件数は増加しているもの



の、引き合いが急激に拡大・増加して
いるわけではないとも話す。担当者は
「国では2030年度に約150万kWの地
熱発電の導入目標を掲げているがこれ
に対する現在の開発ペースは遅れてい
る印象がある」と話すとともに､「地
熱掘削の難しさ・不確定性がある中に
おいて、各地で調査が実施され、有望
地点がやっと絞り込まれ開発地点が判
明してきたのが現状ではないか」とも
話す。
　また、日本のほか海外でも高い地熱
ポテンシャルを持つ国がある一方で、
各国の制度や方針、電力事情などによ
り地熱開発がストップしている国もあ
り、例えば米国は世界有数の地熱資源
があるが案件の開発自体は滞っている
とも富士電機は指摘する。こうした中
で、現状とくに地熱開発が進む有望な
地域として、アフリカのケニアや東南
アジアのインドネシアなどを同社は挙
げる。ケニアでは、同国政府も地熱開
発に注力しており、日本からの円借款
も活用しながら建設が計画されている
ほか、インドネシアでも日本から総合
商社などが進出し、各地で建設や運営
がすでに行われている。

　世界的には１カ所で出力10万kWを
超える発電所の建設計画もある一方
で日本では１万kW以下など世界に比
べ小規模の開発計画が多いとも富士

電機は話す。山間
部が多いことな
ど建設における地
形の難しさ、長期
にわたる環境影響
評価の手続き、系
統容量不足、さら
にＦＩＴの価格な
ど様々な条件や制
約が存在する。
こうした中で現
在は2,000kW、
5,000kW、7,500
k W 、 また１万
5,000kW級の出力
帯で建設を計画・

検討する事業者が多いという｡「１万
kW以下の出力帯のプロジェクトは富
士電機がこれまで受注のターゲットに
してこなかったレンジだったが、今後
はこうした小規模事業向けの受注活動
や製品開発も注力する」と同社の担当
者は話す。
　またバイナリー発電設備のさらな
る受注拡大も目指し、今後国内では
2,000kW級などのより小規模な案
件、一方で海外では１万kW級など大
型案件を想定した受注活動にも注力す
る。バイナリー発電設備に関し日本の
法制度や規制の基準はとくに厳格に定
められており、海外展開には各国で求
められる安全性・法規制の水準なども
考慮しつつより合理化されたリーズナ
ブルなシステムを改めて検討すること
が重要とも富士電機は指摘する｡「こ
れまでフラッシュサイクルの案件で地
熱蒸気タービン発電設備の納入実績を
国内外で重ね地熱分野における当社へ
の認知度がある中で、バイナリー発電
設備も新たに販売開始したことに興味
を抱いて頂き見積もり依頼も海外より
頂戴している」(富士電機 発電事業本
部 発電事業部 火力・地熱プラント総
合技術部 プラント技術課主任の小山
弘氏)。

　地熱発電設備や建設受注に加えて、
その後の長期の発電所運用における

サービスの拡充にも努める。その一環
として、様々なデータも活用しなが
ら、発電所の運用サポート、また保守
工程の合理化にもつながるよう、IoT
やＡＩといった先進技術も活用したＯ
＆Ｍ(運転・保守)業務の最適化につな
がる製品やサービスの研究・開発にも
現在取り組んでいる。一方で富士電機
の担当者は「例えば設備のデータ取得
のために設置するセンサなど、工場の
生産設備などで適用してきた当社の既
存の技術を地熱発電所に適用すること
を前提に改めて検討し、カスタマイズ
することも求められる」と話す。
　また、海外において現地化された
オンショアでの体制による地熱蒸気
タービン発電設備の修理、補修や既設
サイトの更新サービス事業展開にも
富士電機は意欲見せる。同社では、
2015年には蒸気タービン・発電機、
周辺機器の修理・補修サービスを手掛
ける米国のRTSホールディングス(RTS 
Holdings, Inc.)を買収した。同社で
は、富士電機が納入した設備だけでな
く、ほかのメーカー製の設備補修・修
繕にも対応しており、こうした子会社
のノウハウを活用した新たなサービス
も展開する。富士電機の担当者は「米
国では、他社が納入を担当した設備の
修繕・補修を行うというビジネスモデ
ルがすでに誕生している。当社もこう
したサービス事業に注力する必要があ
るととらえており、今後は戦国時代に
なっていく」とも指摘する。


